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国土交通省 住宅局 建 築 指 導 課 長 

参事官(建築企画担当) 

 

 

令和８年熊本地震による被災案件に係る建築確認等の手数料の額の減免を行う 

指定確認検査機関・登録建築物エネルギー消費性能判定機関への補助について 

 

 

平素より建築行政の推進にご尽力を賜り、誠にありがとうございます。 

昨今、建築確認等及び建築物エネルギー消費性能適合性判定（以下、「建築確認等」

とする）の手続きについては、その大半が指定確認検査機関・登録建築物エネルギー

消費性能判定機関（以下、「指定確認検査機関等」とする）に対して申請されていると

ころ、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律

（平成８年法律第 85 号）第２条第１項に規定する特定非常災害に指定された災害に

よる被災者が建築主となる建築確認等の手数料の額を特定行政庁・所管行政庁（以下、

「特定行政庁等」とする）が減免する場合に、当該特定行政庁等に手続きの申請が集

中し、業務に支障をきたす事態となることを防止するため、建築確認等の手数料の額

を減免する指定確認検査機関等に対して、国土交通省からの補助を受けた事業者によ

る下記の補助を行っています。 

今般、特定非常災害に指定された令和８年熊本地震についても、上記の補助が措置

されますので、貴職におかれましては、貴地方整備局長等指定の指定確認検査機関及

び貴地方整備局長等登録の登録建築物エネルギー消費性能判定機関に対し、以下２点

を周知いただくとともに、被災者に対し、建築確認等の手数料の額の減免制度につい

て、様々な機会を捉えて広く周知いただきますようお願いいたします。 

①被災者に対して手数料の減免を行う特別な措置をご協力いただける場合は、下記

「３.建築確認等の手数料の額の減免への支援に関する問合せ先」にご相談いた

だきたい。 

②被災者に対し、建築確認等の手数料の額の減免制度について、様々な機会を捉え

て広く周知いただきたい。 

なお、都道府県建築行政主務課長、特定行政庁等及び国土交通大臣指定又は都道府

県知事指定の指定確認検査機関並びに国土交通大臣登録の登録建築物エネルギー消



 

費性能判定機関に対しても、この旨周知していることを申し添えます。 

 

記 

 

１．補助対象 

特定非常災害により、準半壊以上の被害を受けた者が建築主となる建築確認（計

画変更を含む。）、中間検査、完了検査又は建築物エネルギー消費性能適合性判定

を行う指定確認検査機関等 

 

２．補助金の額 

   補助事業者となる指定確認検査機関等が被災案件に関し建築確認（計画変更を

含む。）、中間検査、完了検査又は建築物エネルギー消費性能適合性判定の手数料

の額を減免した額（被災案件以外の案件に適用される手数料の額の１／２又は特

定行政庁等における減免額のいずれか低い額を限度とする。） 

 

３．建築確認等の手数料の額の減免への支援に関する問合せ先 

   本補助事業は、国土交通省の補助を受けた（一社）すまいづくりまちづくりセ

ンター連合会が実施しているため、本事業に関する問合せは、以下にお願いいた

します。 

  事業者名：（一社）すまいづくりまちづくりセンター連合会 

   M a i l：enkatsuka@sumaimachi-center-rengoukai.or.jp 

以上 

 

（本事務連絡に関する問合せ先） 

国土交通省住宅局建築指導課企画係 宮内 

TEL: 03-5253-8513 

Mail: miyauchi-h2ff@mlit.go.jp 
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